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（単位：百万円）

金額 金額
【資産の部】 【負債の部】

固定資産 959,303 固定負債 266,270

有形固定資産 926,764 地方債等 175,928

事業用資産 216,020 長期未払金 247

土地 136,435 退職手当引当金 20,999

立木竹 2 損失補償等引当金 -

建物 208,861 その他 69,095

建物減価償却累計額 △133,722 流動負債 24,809

工作物 39,027 1年内償還予定地方債等 17,382

工作物減価償却累計額 △34,959 未払金 2,690

船舶 - 未払費用 -

船舶減価償却累計額 - 前受金 -

浮標等 - 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 2,958

航空機 - 預り金 1,138

航空機減価償却累計額 - その他 641

その他 - 291,079

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 376 固定資産等形成分 975,608

インフラ資産 701,885 余剰分（不足分） △257,054

土地 490,211 他団体出資等分 -

建物 6,164

建物減価償却累計額 △3,231

工作物 374,951

工作物減価償却累計額 △169,626

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 3,416

物品 31,737

物品減価償却累計額 △22,878

無形固定資産 7,950

ソフトウェア 182

その他 7,768

投資その他の資産 24,589

投資及び出資金 1,925

有価証券 249

出資金 1,676

その他 -

長期延滞債権 3,415

長期貸付金 213

基金 18,558

減債基金 2,248

その他 16,310

その他 1,285

徴収不能引当金 △807

流動資産 50,331

現金預金 26,378

未収金 7,546

短期貸付金 13

基金 16,292

財政調整基金 16,292

減債基金 -

棚卸資産 127

その他 57

徴収不能引当金 △81
繰延資産 - 718,555

1,009,634 1,009,634

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

負債合計

【様式第１号】

全体貸借対照表
（令和５年３月31日現在）

科目 科目
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（単位：百万円）

金額

経常費用 309,682

業務費用 152,996

人件費 43,794

職員給与費 34,675

賞与等引当金繰入額 2,941

退職手当引当金繰入額 2,060

その他 4,118

物件費等 78,492

物件費 59,090

維持補修費 2,728

減価償却費 16,675

その他 -

その他の業務費用 30,710

支払利息 1,162

徴収不能引当金繰入額 720

その他 28,828

移転費用 156,685

補助金等 107,008

社会保障給付 49,633

その他 44

経常収益 68,283

使用料及び手数料 29,030

その他 39,254

純経常行政コスト 241,398

臨時損失 55

災害復旧事業費 -

資産除売却損 53

損失補償等引当金繰入額 -

その他 2

臨時利益 225

資産売却益 57

その他 168

純行政コスト 241,228

【様式第２号】

全体行政コスト計算書
自　　令和４年４月 １日
至　　令和５年３月31日

科目
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（単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 713,614 977,725 △264,111 -

純行政コスト（△） △241,228 △241,228 -

財源 244,077 244,077 -

税収等 135,060 135,060 -

国県等補助金 109,016 109,016 -

本年度差額 2,849 2,849 -

固定資産等の変動（内部変動） △4,193 4,193

有形固定資産等の増加 14,397 △14,397

有形固定資産等の減少 △16,783 16,783

貸付金・基金等の増加 4,797 △4,797

貸付金・基金等の減少 △6,605 6,605

資産評価差額 - -

無償所管換等 2,076 2,076

他団体出資等分の増加 - -

他団体出資等分の減少 - -

その他 16 - 16

本年度純資産変動額 4,941 △2,117 7,058 -

本年度末純資産残高 718,555 975,608 △257,054 -

【様式第３号】

全体純資産変動計算書
自　　令和４年４月 １日
至　　令和５年３月31日

科目 合計
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（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 291,896

業務費用支出 135,200
人件費支出 43,436
物件費等支出 61,874
支払利息支出 1,162
その他の支出 28,728

移転費用支出 156,696
補助金等支出 107,019
社会保障給付支出 49,633
その他の支出 44

業務収入 307,553
税収等収入 133,293
国県等補助金収入 106,391
使用料及び手数料収入 28,695
その他の収入 39,174

臨時支出 2
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 2

臨時収入 168
業務活動収支 15,824
【投資活動収支】

投資活動支出 17,925
公共施設等整備費支出 15,276
基金積立金支出 2,508
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 142
その他の支出 -

投資活動収入 7,327
国県等補助金収入 2,573
基金取崩収入 4,361
貸付金元金回収収入 149
資産売却収入 57
その他の収入 187

投資活動収支 △10,598
【財務活動収支】

財務活動支出 18,532
地方債等償還支出 17,861
その他の支出 672

財務活動収入 14,438
地方債等発行収入 14,438
その他の収入 -

財務活動収支 △4,094
1,132

24,108
25,240

前年度末歳計外現金残高 2,638
本年度歳計外現金増減額 △1,500
本年度末歳計外現金残高 1,138
本年度末現金預金残高 26,378

本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高

【様式第４号】

全体資金収支計算書
自　　令和４年４月 １日
至　　令和５年３月31日

科目 金額



 

【全体財務書類 注記事項】 

 

1 重要な会計方針 

 

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和59年度以前に取得したもの････････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

イ 昭和60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的以外の有価証券 

 市場価格のないもの････････････････････････取得原価 

② 出資金 

 市場価格のないもの････････････････････････出資金額 

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 総平均法による低価法 

  ただし、地方公営事業会計（公営企業）においては、先入先出法による原価法によっています。 

 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物    3年～60年 

工作物   5年～60年 

物品    2年～20年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、本市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっていま

す。） 
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③ リース資産 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  ･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  ･･････････リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 

 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

過去３年間の平均不納欠損率又は個別に回収可能性を検討し、徴収不能見込額を計上していま

す。 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

③ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

⑹ リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

 ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額

が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

   通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑺ 全体資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金） 

なお、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

⑻ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、地方公営事業会計（公営企業）については、税抜方式によっています。 
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2 追加情報 

 

⑴ 連結対象会計 

会計名 区分 連結の方法 比例連結割合 

国民健康保険特別会計 地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

松戸競輪特別会計 地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

公設地方卸売市場事業特別会計 地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

後期高齢者医療特別会計 地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

駐車場事業特別会計 地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

介護保険特別会計 地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

松戸都市計画事業新松戸駅東側
地区土地区画整理事業特別会計 

地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

松戸市相模台地区土地 
区画整理事業特別会計 

地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

水道事業会計 地方公営事業会計（公営企業） 全部連結 － 

病院事業会計 地方公営事業会計（公営企業） 全部連結 － 

下水道事業会計 地方公営事業会計（公営企業） 全部連結 － 

連結の方法は次のとおりです。 

① 地方公営事業会計は、全て全部連結の対象としています。 

  なお、松戸市相模台地区土地区画整理事業特別会計については、本年度に新設されました。 

 

⑵ 出納整理期間 

地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間に

おける現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出納整理期間

に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

⑶ 表示単位未満の取扱い 

百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 
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⑷ 売却可能資産 

① 売却可能資産の範囲の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

令和５年度予算において、計上している財産収入（不動産売払収入） 

イ 内訳 

事業用資産  73 百万円 

土地    73 百万円 

令和５年３月31日時点における売却可能価額を記載しています。 

売却可能価額は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律における評価方法によっていま

す。 
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①有形固定資産の明細 （単位：百万円）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A）＋（B）－（C）

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E）
本年度償却額

（F）

本年度末
減損損失累計額

（G）
本年度減損額

（H）

差引本年度末残高
（D）－（E）－（G）

（I）
378,550 8,408 2,256 384,701 168,681 4,241 - - 216,020

135,445 999 9 136,435 - - - - 136,435

2 - - 2 - - - - 2

203,573 5,319 32 208,861 133,722 4,091 - - 75,138

37,215 1,811 - 39,027 34,959 150 - - 4,068

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

2,314 278 2,216 376 - - - - 376

867,016 11,795 4,068 874,742 172,857 9,756 - - 701,885

489,269 942 - 490,211 - - - - 490,211

5,740 425 - 6,164 3,231 132 - - 2,933

369,340 5,712 101 374,951 169,626 9,624 - - 205,325

- - - - - - - - -

2,667 4,717 3,968 3,416 - - - - 3,416

30,977 2,043 1,283 31,737 22,878 2,138 - - 8,859

1,276,542 22,246 7,607 1,291,180 364,417 16,135 - - 926,764

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：百万円）

12,786 121,449 9,052 50,345 654 5,778 15,955 - 216,020

6,869 88,706 6,080 21,509 264 2,073 10,935 - 136,435

- - - 2 - - - - 2

5,231 32,208 2,913 26,227 371 3,230 4,957 - 75,138

637 240 59 2,580 19 470 63 - 4,068

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

48 295 - 28 - 5 - - 376

687,939 1,216 - 12,663 31 - 36 - 701,885

489,178 - - 1,002 31 - - - 490,211

1,717 605 - 580 0 - 31 - 2,933

193,675 602 - 11,043 - - 5 - 205,325

- - - - - - - - -

3,368 9 - 39 - - - - 3,416

2,162 1,177 34 4,296 0 475 714 - 8,859

702,886 123,843 9,086 67,304 686 6,254 16,705 - 926,764

 事業用資産

【様式第５号】

全体附属明細書
１．全体貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

区分

　　建物

　  土地

　　立木竹

　　建物

　　工作物

　　船舶

　　浮標等

　　航空機

　　その他

　　建設仮勘定

 インフラ資産

　　土地

　　建物

　　工作物

　　工作物

　　その他

　　建設仮勘定

 物品

合計

　　立木竹

総務 その他 合計

 事業用資産

　　土地

産業振興 消防
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生区分

　　船舶

　　浮標等

　　航空機

　　建設仮勘定

 物品

　　その他

合計

　　建設仮勘定

 インフラ資産

　　土地

　　建物

　　工作物

　　その他
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